
2024年に発生した能登半島地震、そして奥能登豪雨。

石川県能登地方では、今なお復旧の途上にある地域も少なくありません。

しかし、能登では人々の挑戦と連携によって新しい価値を生み出そうとする動きが広がり、

これまでにない“これからの能登”を形づくろうとしています。

本特集では、そうした挑戦の現場に光をあて、

能登の息吹から日本の地域社会の再生のヒントを探ります。
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──能登半島地震から1年半以上が経
ちましたが、この間も余震や豪雨などが
続いています。長年、能登でまちづくり
の事業に携わり、震災直後から被災者
支援や復興に向けての積極的な活動を
続けている森山さんは、今、どのような
ことを感じていますか。
株式会社御祓川 森山さん（以下、森山）
一連の災害で問われているのは、人が
自然とどう向き合い、人と人、都市部と
地方とがどう助け合うか、ということだと
思います。
　輪島市の白米千枚田※で考えたことが
あります。千枚田のある能登半島の外浦
地区は、海沿いに切り立った崖が続く地
形でしたが、地震でところどころ崩れて
います。その光景を見てから千枚田に目
を転じると、海に向けて広がる斜面は崩
れた崖で、その上に昔の能登の人が棚
田を作ったように見えたんです。つまり、
変動した地形を無理に元通りに修復す
るのではなく、崩れたその上に営みを始
めた。そのように、能登はSDGｓなどが
叫ばれるずっと前から、自然と対話する
ように暮らし、共生してきました。それは
「遅れた地域」というふうに見られる原因

だったのかも知れませんが、長い目で見
れば理にかなっていたとも言えます。

──森山さんは2007年に起きた能登
半島地震も経験されています。当時の
経験から、2024年の地震後に活かさ
れたことはあったのでしょうか。
森山 今と同じように、2007年の時も
「ただ地震前の状態に戻すというだけで
はいけない」という話をしていました。た
だ、価値観から問い直して「では何をど
う変えるのか」という根本的な議論に至
ることは少なかったと記憶しています。
　当時、私が所属する民間まちづくり会
社の御祓川は、一事業者として復興に
取り組んでいました。しかし自分たち自
身がプレイヤーとしてできることに限界
を感じたため、思い切って私たちの事業
ドメインを、他社の事業をサポートする
ための取り組みに切り替えたのです。
　例えば、能登の企業の商品の販路を
広げようとECサイト「能登スタイルスト
ア」を開設しました。そのほか、企業の
人材戦略をサポートするため、採用支
援と人材育成のサービスを提供する「能
登の人事部」も展開しました。これらは、
今回の震災後における能登の多くの企
業の活動に、一定の役割を果たすこと
ができていると思います。

──若者を呼び込もうと「能登留学」と
いう取り組みもされていますね。
森山 長期実践型インターンシップのプ
ログラムです。学校も企業も少ない能
登には若者の流入機会が多くありませ
んが、このプログラムにはこれまでに約

250名に参加していただき、そのうち
20名以上が石川にU・Iターンしていま
す。震災後には、全国にいる「能登留学」
の参加者OBたちが、自発的に支援活動
に取り組んでくれました。防災の観点で
は、関係人口を増やすことの大切さを実
感しました。

──森山さんが提唱されている「発酵
的復興」というコンセプトについて教え
てください。
森山 能登の復興に向けて、地域外の人
たちとの共創によってチャレンジを繰り
返して、時間をかけて地域の構造に変
化を起こし、再構築しながらアップデー

トしていくことが必要だと思っています。
それが「発酵」というイメージに近いので、
そのような表現を使っているんです。
　「能登留学」という言葉を使っている
ように、都市部と能登の間には大きな文
化的差異があります。それは、時にはコ
ミュニケーションの障壁になってしまう
こともあります。そういう意味で、異なる
文化や言語を持つ異質な両者をつなぎ
ながら、「発酵」を促していきたいです。

──能登の復興に向けて、ベンチャー
企業に期待することはありますか。
森山 地域のビジョンを共有しながらビ
ジネスを通じて課題を解決し、再投資
するエコシステムを生み出していく、い
わゆるローカルゼブラ企業として仲間に
なってほしいですね。
　今の能登には、未来のために立ち止
まって物事を考え直すきっかけが至る所
にあります。私は能登の内と外をつなぐ
コーディネートに取り組んでいくことで、
ここ能登で、次 と々ベンチャーが生まれ
るような土壌を育んでいきたいです。

そとうら

しろよねせんまいだ

※ 日本海に面した斜面に数多くの
小さな田が連なる棚田。「国指定文
化財名勝」にも指定されている。

2025年2月に開催された「のと発酵的復興会議2025」
の様子。「発酵的復興」のコンセプトも紹介した。

石川県七尾市出身。横浜国立大学工学
部建設学科建築学コース卒業。計画情
報研究所で都市計画コンサルタントを経
験。民間まちづくり会社である御祓川の設
立に携わり、1999年にチーフマネージャー、
2007年には代表取締役に就任。一般社
団法人能登復興ネットワーク 事務局長・
理事、一般財団法人里山里海未来財団 
専務理事なども務める。金沢を中心に活
動するコーラスグループ「VOX OF JOY」
のメンバーという一面も持つ。

森山奈美さん
Pro�le

長期実践型インターンシップ「能登留学」の参加者たち。

民間出資のみで設立された、能登の民間ま
ちづくり会社。まち、店、人を育てるさまざま
な事業を幅広く展開。小さくても世界に通用
する商品やサービスが生まれる「小さな世界
都市」の実現を目指す。

株式会社御祓川

DATA

設立…… 1999年
従業員数 10名 ※2025年9月時点

https://misogigawa.com

代表者… 森山奈美
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能登には、強い思いを持ち、周囲を巻き込みながら、活動の場を広げる人たちがいます。
そのような、復興に向けてチャレンジする3人を紹介します。
それぞれ異なる視点から、能登の今、そして未来へのビジョンについて伺いました。

能登の未来に種を蒔く、3人の挑戦
能登、イノベーション
　　　の息吹

NANAO

能登の内と外をつなぎながら、
「発酵」的な復興へとリードする。
森山奈美さん  株式会社御祓川 代表取締役 ［まちづくり | 七尾市］

みそぎがわ



──NAIAの親会社であるアステナホー
ルディングスは医薬品製造販売を中核と
する企業です。東京発祥の会社ですが、
東京本社と別に珠洲本社を置いていま
すよね。
株式会社NAIA 清水さん（以下、清水）
社会課題の解決を企業の義務だと考え
ていた前代表取締役の岩城慶太郎が旅
で能登に出合い、惹かれたことがきっか
けで2021年に本社機能の一部を珠洲
に移転しました。以来、アステナグループ
は能登で社会課題の解決を目指すソーシ
ャルインパクト事業に取り組んでいます。
そのうち、私たちNAIAは能登の素材を
活用したナチュラルヘルスケアブランド
「NAIA」を立ち上げ、能登の一次産業
を儲かる形にして持続可能な地域をつ
くるために貢献しようとしています。

──なぜ、一次産業に注目したのですか？
清水 2021年当初は「そもそも社会課
題って何？」という問いから考え始めまし
た。社会課題というぐらいですから、答
えは地域の中にあるはず。社員が実際
に能登に住み、住民と話し、時間をかけ
て関わり方を検討しました。そこで見え
たのは、能登の若者は地元が好きなのに、
仕事が少ないから地域を離れざるを得
ないという現状でした。単に「働く場を増

やす」のなら、大きな工場を建てて能登
と関係の薄いビジネスを展開してもいい。
しかし、それでは一次産業が衰退してし
まうおそれがあります。私が能登で感じ
たのは、地域の魅力である美しい自然や
祭り、食べ物は一次産業の営みで維持さ
れているということです。だから、能登と
いう地域を守るには、産業構造を変える
のではなく、一次産業に立脚する必要
があると考えました。

──アステナグループが関わることで生
み出せる価値を、どうお考えですか。
清水 アステナグループはヘルスケアの会
社なので化粧品や食料品の原料を扱っ
ており、販路も持っています。まず、グルー
プの力を活かせる領域として、農業とヘ
ルスケアを掛け合わせることにしました。
能登には雇用や税収の少なさという問
題があり、それを解決するには事業を一
定のサイズまで成長させるのが企業の
役割だと捉えています。だから、地域外
に消費ルートを開拓し、グループの総合
力を使ってビジネスを大きく育てたいの
です。ここ能登にはおいしい米も酒もあ
りますが、多くは地域内で消費されます。
酒蔵によっては9割が地元消費です。す
ると、地域の人口が減っているために生

産量が増えません。加えて、近隣の常連
の方々が長年その価格で購入されてき
た経緯があるため、同じ商品のままでは
価格改定が難しいという課題もあります。
それらを解決する方策が地域外での消
費ルートの開拓であり、商品づくり・ブラ
ンドづくりによる高付加価値化です。結
果として、購入者が生産地に興味を持って
訪れるような流れを理想としています。

──スキンケアブランド「NAIA」につ
いて教えてください。
清水 能登由来の原材料として酒かすや
米ぬか、能登ヒバ、天然塩、海洋深層
水を用いており、素材が持つ力を科学的
に見えるようにしたり、加工が難しかっ
た素材を安定化させたりしてスキンケア
アイテムや食品を展開しています。採用
する原材料はどんどん増やしていて、10

月には珠洲で自家栽培したハーブ「ラフ
マ」を使ったお茶の本格販売に乗り出し
ます。実はラフマは日本で根付きにくく、
生育には寒暖差や土壌の水分量が強く
影響するようで、私たちは栽培5年目に
して安定した量が収穫できるようになり
ました。葉を焙煎すると、ほうじ茶のよう
な良い香りがします。ラフマには、睡眠改
善・月経に伴う不調改善・ストレス緩和
などさまざまな効果があるフラボノイド

成分が含まれています。そこで、本格販
売に向けて、機能性食品の表示を取得
しました。
　このほかにも私たちは無農薬米も育て、
米ぬかをスキンケア商品の原料にしてい
ます。消費者は抵抗なく顔に付けやすく、
米ぬか独特の臭みが抑えられているとい
う評価をいただいています。米作りは地元
の協力農家のほかにNAIAで農業グルー
プを作り、農業専業のメンバーがいます。
また、全国のアステナグループ社員が希
望制で珠洲で農業を体験する機会もあ
ります。原料が作られている環境を、同
僚と一緒に作業しながら学べるのです。

──都市部の在住者や企業へのメッセー
ジを聞かせてください。
清水 半島の先端にある珠洲は「一方通

行」「閉鎖的」というイメージで見られが
ちかも知れません。ところが、実際は新
参者の私たちが「新しいことをやろう」と
言い出しても、協力的な方が多い土地柄
です。能登にいると、そういう“アンバラン
スさ”を感じます。都会で個々が抱える
社会課題は、地方では生じてすらいなく
て、でも逆に地方ならではの課題があっ
て。もしかしたら、両地域を行き来する
ことで解決の糸口が見つかるかもしれま
せん。まずは能登に足を運び、地元の人
と触れ合ってみてほしいです。もちろん、
企業にとっては挑戦の大きい地域です
が、地域の方々や他社の協力を得れば
乗り越えられる。私たちはこれまで蓄積
した経験を活かし、今度はそのノウハウ
を次の挑戦者に伝えていけたらと思って
います。

1_有機米から発生した米ぬかや、奥能登の日本酒づく
りで生まれた酒かすを有効活用した化粧水や乳液。
2_自然栽培のハーブ「ラフマ」100%の「能登ラフマ茶」。

1981年、大阪府箕面市出身。一橋大学経
済学部を卒業後、アクセンチュアに入社し、
業務改革、IT、M&Aなどの経験を積む。
2021年6月アステナホールディングスに入
社し、現在、常務執行役員。2021年12月
にグループ傘下のアステナミネルヴァと
NAIAの代表取締役社長に就任し、珠洲
と東京を行き来しながら、能登の素材を生
かしたナチュラルヘルスケアブランド
「NAIA」の企画・販売、循環型農業など、
ソーシャルインパクトを生み出す新規事業
の立ち上げを推進している。

清水雅楽乃さん
Pro�le

東京と珠洲の2拠点を行き来しながら活動するNAIA
の清水雅楽乃さん。初めて能登を訪れた時に日本の原
風景ともいえる美しい風景に感動したという。
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NAIAの農業グループのリーダー脊戸さん
（左）と小林さん（右）と。ラフマ畑にて。

石川県奥能登で地域資源の開発と販売
を行う事業会社。能登に息づく農業や職人
の伝統を尊重しつつ、現代の暮らしに寄り
添うヘルスケア製品を提供し、自然共生と
持続可能な社会の実現に取り組んでいる。

株式会社NAIA

DATA

設立…… 2023年
従業員数 13名 ※2025年9月時点

https://company.naia-astena.jp/

代表者… 清水雅楽乃

1 2

11

能登の美しい世界観が表現されたNAIAのECサイト。「澄
んだ透明感とハリ。能登で生まれる新しい美しさ。」をコン
セプトに、自然由来の成分を活かした商品を揃えている。

SUZU奥能登の恵みを力に変え、地域外へつなぐ
循環型ヘルスケアブランドを展開。
清水雅楽乃さん  株式会社NAIA 代表取締役社長 ［ヘルスケア・農業 ｜ 珠洲市］

 しみず                うたの



──能登半島地震の直後から、ブログ
を通じて生徒たちに「決して学ぶことを止
めてはならない」とメッセージを送られて
いたそうですが、どのような気持ちから
だったのでしょうか。
石川県立輪島高等学校 平野さん（以下、
平野） 実は東京大空襲の後の焼け野原
で授業を続け、子どもたちに希望を与え
続けたという教師が「どんな時でも学ぶ
ことを止めてはならない」と語ったそうで
す。若い頃に聞いたエピソードで、当時
は「素晴らしい教育姿勢を感じる言葉だ
けど、まさか自分が同じような状況に置
かれることはないだろう」と思っていまし

た。能登半島地震が起きた2024年は、
定年退職を迎えるはずの年でした。教員
生活の最後に、その「まさか」がやってき
たんです。「神様に試されている」と感じ
て奮い立ち、生徒へのメッセージとして、
この言葉を繰り返しました。

──能登半島地震の前後で、生徒たち
にはどのような変化がありますか。
平野 学習に関して積極的になりました。
授業や集会での態度を見ると、居眠り
したり、ぼーっとしたりする生徒がいなく
なりました。与えられて当然だと思って
いた環境が当たり前ではなくなって、自分

自身で未来を切り拓いていかなければ
ならないと捉えるようになったようです。
　生徒はたくましくなりました。地震の後、
一緒にポルトガルを視察した際に、現地
で大停電がありました。交通機関が混
乱していたので、生徒に行程を変更しよ
うかと尋ねると、「僕たちは電気や水が
使えないくらい平気です。むしろ停電し
ている場所へ行って、困っている人たち
を励ましたい」と言っていました。

──平野先生が輪島高校で推進して
いる「街プロ（街づくりプロジェクト）」に
ついて教えてください。
平野 発災時からずっと、私は生徒に「上
から降ってきた復興計画には、そのまま
乗っかるな」と伝えてきました。自分たち
が住むまちの未来は、自分たちで考え、
自分たちの力でつくっていくべきだと思
うからです。
　街プロは、地震を契機に従来の取り
組み「WAJI活（輪島活性化プロジェク
ト）」を発展させたものです。WAJI活は、
生徒がまちづくりにおける課題を発見し、
その解決に向けて探究して、行政や社
会にアイデアを提言するというプロジェ
クトでした。街プロは、生徒たちが自ら
のアイデアに基づいて実際に活動し、そ
の実行段階まで関わる取り組みです。
　例えば、輪島朝市の復興を議論する
協議会に生徒を送り、彼らの意見を取
り入れてもらっています。2024年には、
打ち上げ花火で輪島を元気にしたいとク
ラウドファンディングなどで資金を集め、
500発余りの復興花火の打ち上げを実
現したグループもありました。
　生徒はテーマからゴールまでをそれ
ぞれに設定します。自分たちで決めるこ
とでモチベーションは上がりますし、壁
にぶつかっても諦めない強さを身に付け
ることにつながっています。

──街プロでは、生徒たちには企業と
連携する機会もあるのでしょうか。
平野 ありがたいことに、多くの企業が手
を差し伸べてくださっています。今ではグ

ループの約8割が企業と連携しながら
活動を進めています。企業とコラボレー
ションした事例としては、人間もペットも
食べられる非常食の開発があります。一
般的な非常食は人間専用で、ペットは
食べられません。生徒たちは実際の避
難生活の中で、お腹を空かしたペットを
横目に申し訳なさそうに食事する飼い主
を見て、ペットにも飼い主にも喜ばれるア
イデアを被災地目線で生み出したのです。
完成した商品は大阪・関西万博で販売
され、注目を集めました。

──輪島高校の先進的な取り組みは、
地域の高校のあり方を変えていくもの
になるのではないでしょうか。
平野 学校での教育は、知識注入型から
課題解決型へと変わってきています。ま
た、教員不足という課題もあるので、知
識を増やすための教育はオンライン教
育やAIなどを活用した教育に任せて、学
校は集まった生徒たちの知識を融合し、
新しいイノベーションを生み出す場とし
て役割を果たす方向になるのではない
でしょうか。
　また、部活動は学校の枠を越えた活

動にしていきたいと思い、石川県外のAI

教育に注力する通信制学校の校長に顧
問になっていただき、「AI部」を作りまし
た。オンラインでの部活動で防災アプリ
を開発しています。
　最近、私は「半島の最先端から世界
の最先端へ」というスローガンを掲げて
います。能登にいながら、世界と結びつ
くことができる時代です。実際、OECD

（経済協力開発機構）とつながり、各国
の学校との交流が始まろうとしています。
先ほどの防災アプリに関して言えば、日
本と同じように地震の多いトルコの高校
生たちと一緒に開発を進めるなど、国境
を越えた動きに発展させることができる
かもしれません。
　一教員として未来をつくっている実感
がある今が、最も面白く感じますね。教
員生活の最後に、これまで蓄積してきた
ものをすべて出し切る機会が来ました。
私は生徒を「未来から来た留学生」と捉
えており、彼らが望む未来へ帰っていく
ために必要なものを身に付ける、そのお
手伝いをしたいと思っています。
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生徒を連れてのポルトガル研修旅行での一場面。

輪島市中心部に立地し、普通科内に普通
コース、ビジネスコースを置く。2023年に
創立100周年を迎えた。スクールミッション
として、協働的・探究的な学びを通して豊か
な人間性を育むことを掲げる。

石川県立輪島高等学校

DATA

創立…… 1923年（前身校／石川県立輪島中学校）
設置…… 1948年　　校長・・・・・・　平野 敏
https://cms1.ishikawa-c.ed.jp/wazifh

街プロで花火の打ち上げにチャレンジした生徒たち。当
初は実現困難に思われたが、見事に成功を収めた。

輪島高校の校長室でインタビューに答える平野さん。

石川県輪島市出身。輪島高校から金沢大
学理学部化学科に進学。卒業後は化学の
教員に。町野高校、七尾高校、飯田高校に
勤務。七尾高校ではSSH（スーパーサイエ
ンスハイスクール）推進室室長を担当。飯
田高校では全校をあげた探究プロジェクト
「ゆめかな」を立ち上げる。その後、母校で
ある輪島高校の教頭を経て、2022年に校
長就任。同校Webサイトにブログ「おこら
いえ」を開設する。2025年、再雇用により
延長して輪島高校校長を務める。

平野 敏さん
Pro�le
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WAJIMA高校生たち自身がまちの未来を
形にしていく探究学習を推進。
平野 敏さん  石川県立輪島高等学校 校長 ［教育 ｜ 輪島市］
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自然と人、テクノロジーをつなぐ
新たな暮らしのあり方を探る

　能登半島の北端に位置する珠洲市真
浦町。晴天時には、真っ青な海と空、山
の緑、水平線を染める夕陽、満天の星
が広がる絶好のロケーションだ。しかし、
この自然豊かな小さな集落は、いまや高
齢化と人口減少によって過疎が進む「限
界集落」となっている。
　その真浦町で2021年に始まったのが
「現代集落」プロジェクトだ。「100年後

も続けられる豊かな暮らしとは何か」。そ
の答えを求めて、さまざまな実証実験が
重ねられている。プロジェクトを率いる
のは、金沢で一棟貸し宿や事業承継な
どを手がける、こみんぐるの林俊伍さん。
2025年には、現代集落を一般社団法
人化した。林さんは「真浦では自然と共
生し、自給自足に近い暮らしが長く営ま
れてきた。そこに持続可能な未来のヒン
トがある」と語る。空き家となっていた古
民家を買い取り、DIYでリノベーションし
て活動拠点「アジト」として再生。電気･

水･熱･食の自給を目指し、太陽光発電
や無農薬野菜の栽培、耕作放棄地の整
備、自然エネルギーを用いたカフェ営業
などに取り組んできた。
　この活動に共感した大学教授や建築
家、ランドスケープデザイナー、地元住
民など、多様な人材が全国から集結。
各分野の知識やスキルを活かし、未来
志向の集落づくりが模索されている。さ
らに会員制オンラインサロン「現代集落
LAB」を立ち上げ、学生から起業家、
主婦まで現在約70人が参加。遠隔地
からもディスカッションや実践に関わる
ことができ、そこで生まれた「2052年の
現代集落のビジョン」に基づき、具体的
なプロジェクトへとつながっている。

災害をきっかけに生まれた
「SATOYAMA GRID」構想

　そんな中、能登半島地震と豪雨により、

真浦町は断水や停電、一時的な孤立に
見舞われ、地域社会の脆弱性が浮き彫
りとなった。だが一方で、この経験が現
代集落プロジェクトを加速させる契機に
もなった。ライフラインを見直し、災害に耐
えうる基盤づくりとして、水とエネルギー
の自給自足を軸に据えた新たな構想
「SATOYAMA GRID」を始動。東京科

学大学や山梨大学、NPOなどの協力を
得て、太陽光発電、太陽熱温水器、薪ス
トーブ、沢水や井戸水を利用するろ過シ
ステムを組み合わせた「接続型オフグリッ
ド」モデルルームを2025年4月に完成さ
せた。これにより、既存の公共インフラ
だけに頼らない、災害に強い集落づくり
への第一歩が刻まれた。
　このモデルルームでは、水とエネルギー
の循環システムを体感できるほか、電力
の可視化や集落の歳時記も学べる。周
辺住民の関心が高まり、勉強会も開催。
2025年度中には真浦集落の数棟の住
宅にオフグリッド設備を実装する予定で、
他地域への拡大も見据える。

未来の暮らしを先取りする
実証モデルの最前線へ

　現代集落の活動はこれにとどまらない。
今後は成層圏通信プラットフォーム「HA

PS」を活用した通信の確保や、仮想通
貨を使ったコミュニティの仕組みづくり、
現代集落の営みを体験できる宿の運営
なども視野に入れる。
　「能登の未来は、30年後の日本の未
来でもある。ここで直面する課題を乗り
越えた経験は、日本全体にとっての一つ
の解決策となるはず。だからこそ、能登
は大きな可能性を秘めた場所。何か一
緒に挑んでみたい方は、ぜひ声をかけて
ほしい」と、林さんの言葉に熱がこもる。
単なる地域振興ではなく、人の暮らしの
あり方そのものを問い直す実践の場とし
て、現代集落の試みは全国から注目を
集めている。

DATA

法人名… 一般社団法人現代集落
設立…… 2025年
代表者… 林 俊伍
従業員数  理事4名 ※2025年9月時点

https://villagedx.com/

大学研究生やボランティアなど、全国
から「現代集落」に集まった若者たちと
活動する林俊伍さん（写真中央）。

1_美しい海と山に囲まれた珠洲市真浦町が「現代集落」の活動フィールド。「100年後の豊かな暮らし」を目指して実験する場として活動を行う。2_
原始的な暮らしではなく、自然と共生するためのテクノロジーを活用する「VILLAGE DX（ヴィレッジ・デジタル・トランスフォーメーション）」を推進。
薪ストーブで温めたお湯をパネルヒーターに循環させ、家全体を暖める仕組みも導入。3_屋外に設置された太陽光パネルと太陽熱温水器。

2

3

1

石川県金沢市を拠点に活動する林俊伍さん。
商社勤務や教員を経て、2016年に夫婦で株
式会社こみんぐるを創業。金沢市内で一日一
組限定の貸切宿「旅音」を展開し、町家の保
全・活用を通じて、金沢に多様な人材が集まる
交差点をつくることを目指してきた。現在は、こ
みんぐる取締役のほか、（一社）現代集落、（一
社）能登乃國百年之計の代表理事も務める。

東京科学大学･坂村圭准教授が中心となり、各専門家とと
もに「SATOYAMA GRID」構想を進める。太陽光発電を
はじめ、山梨大学と連携した水のろ過装置、太陽熱温水器
など複数のエコ技術を統合し、公共の電力や水道ともつな
がる「接続型オフグリッド」の生活インフラを構築。災害時も
平時にも快適に暮らせる集落を目指す。

自然との共生と最新技術による快適性を両立。

共創の取り組み

能登でゆるやかに進行していた過疎化や少子高齢化は、震災によって一気に加速しました。
そこで、本コーナーでは持続可能なまちづくりや、コミュニティの再生に挑戦するプロジェクトに注目します。
これらは、日本全体が今後向き合っていく課題への実践モデルになるかもしれません。

まちを耕し、つなぎ、育てる
能登、イノベーション
　　　の息吹
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SUZU

エネルギーを自給自足できる
現代集落モデルの構築。
一般社団法人現代集落  

［集落創造プロジェクト｜珠洲市］



空き家と空き地を活用し
多彩な機能を集積

　1960年に創立され、現在、石川県内
で15の福祉事業所を運営する佛子園。そ
の代表的な施設の一つが、2018年に輪島
市中心部に誕生した「輪島KABULET」
だ。内閣府が推進する「生涯活躍のまち」
の先行モデルとして、国の支援のもと、
佛子園と輪島市、そして公益社団法人青
年海外協力協会（JOCA）が連携して
開設した。
　輪島KABULETが目指すのは、多世
代の人々や障害者が「ごちゃまぜ」に共

生するまちづくりである。天然温泉の浴
場、蕎麦処、地域住民向けのフリース
ペース、高齢者デイサービスセンターが
入った拠点施設を中心に、すぐそばには
スポーツジムや子育て支援施設なども
設けられている。これらはすべて、中心
市街地に点在する空き家や空き地を有
効活用したものだ。

随所に交流を促す工夫。
障害者や高齢者の就労の場にも

　佛子園が掲げる「ごちゃまぜ」というコ
ンセプトには、障害者や高齢者、子育て
中の母親、外国人など、誰もが活躍でき

る地域をつくりたいとの哲学が息づいて
いる。多様な人々が交わることで新たな
エネルギーが生まれるという信念がそこ
にはある。
　「輪島KABULETにも“ごちゃまぜ”を

実現するさまざまな仕掛けを凝らしてい
ます」と話すのは施設長の寺田誠さんだ。
例えば、各施設は障害のある人や高齢者
の就労の場にもなっており、エントラン
スや廊下は、スタッフや利用者同士の譲
り合いや「ありがとう」といった会話が自
然と生まれやすいように、あえて狭く設
計されている。
　また、近隣約200世帯に無料開放し
ている浴場では、各世帯の姓を記した入
湯札が並び、利用する際は裏返してもら
うことで、誰が来ているか一目で分かるよ
うにした。利用状況をデータ化し、しば
らく顔を見せない住民がいれば様子を
確認するなど、見守り活動にも役立てる。
向かいのスポーツジムにシャワーがない
のも、温泉を利用してもらい、交流を促
すためだ。
　こうした工夫が奏功し、輪島KABULET

の利用者数は初年度の延べ10万人から、
2023年には輪島市の人口の約10倍と
なる延べ23万人にまで増加した。「福祉
サービスの利用者数に比べ、一般の利
用者数が圧倒的に多いのが特徴です」
と寺田さん。福祉の枠を超えて幅広い
世代や立場の人 を々惹きつけ、地域の活
性化を促している。

災害時の拠点としても存在感を放つ、
地域住民の心の拠り所に

　能登半島地震では、輪島市は甚大な
被害を受けた。しかし、福祉事業所であ
る輪島KABULETは耐震性が高く、大
きな損壊は免れた。発災翌日の1月2日
には、輪島市役所2階で運営していたカ
フェを福祉避難所として開放し、障害者

や高齢者などを受け入れた。支援物資の
配布や水の供給にも尽力し、また、水道
が復旧しない中、1月12日には浴場を開
け、入浴支援を始めた。職員自身も被
災しながら迅速な対応ができたのは、強
い使命感と被災者からの感謝の言葉が
原動力となったからだ。
　震災後、今も深刻な問題となってい
るのが災害関連死だ。避難所生活での
孤立や負担が大きな要因とも言われて
おり、関連死を減らす新たな取り組みとし
て、佛子園が仮設住宅の隣接地に立ち
上げたのが「コミセン」である。
　2025年4月から6月にかけて、輪島
市内の3カ所でオープンしたコミセンは
集会機能と福祉機能を一体化した施設
で、食堂、入浴施設、デイサービス機能

などが備わり、人と人とのつながりを生
む場になっている。
　人口減少や高齢化といった地方都市
の共通課題に対し、新たな活力を生み
出してきたこれらの取り組みは、災害時
においても、その真価を発揮している。
この「ごちゃまぜ」のまちづくりは、今後
の日本社会が直面する課題に対する有
効な解決策を示していると言えそうだ。

DATA

法人名… 社会福祉法人佛子園
設立…… 1960年
代表者… 雄谷良成
従業員数  約1,000名 ※2025年9月時点

https://bussien.com/

輪島KABULETの施設長を務める寺田誠さん。埼玉県
出身。ホテルでフレンチシェフを務めた後、青年海外協力
隊に参加し、ジンバブエの国立調理師専門学校で講師
を務めた。帰国後、JOCAに入り、復興庁に出向。輪島
KABULETの立ち上げを前に、輪島市に移住した。

仮設住宅入居者の交流の場として賑わう「コミセン」。

2024年4月に拠点施設前の通りで開催した「SAKEBEER
NOTO 2024」。約1,200人が地元の味覚を楽しんだ。

輪島市中心部の空き家と空き地を活用した輪島KABULETの拠点施設。施設の外を歩く人と、施設の中で過ごす人の目線が合うように設計されている。

1_幅広い年齢層が利用するスポーツジム「ゴッチャ！ウェルネス」。2_自家製麺の蕎麦が人気の「やぶれかぶれ」。3_源泉掛
け流しの温泉施設。のれんの横に各世帯の入湯札が並ぶ。4_Tシャツをハンドメイドする「NOTO, NOT ALONE 研究所」。

3

1 2

4

WAJIMA

「コミセン」の開設、運営には佛子園と連携協
定を結ぶ青年海外協力協会(JOCA)が支
援する。JOCAは青年海外協力隊の帰国隊
員で組織し、佛子園職員とともに多岐にわた
る活動に従事。輪島市内3,000軒以上の仮
設住宅の見守り支援も担う。

集会機能と福祉機能が一体化した施設。
青年海外協力隊のOB・OGが協力。

共創の取り組み
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「ごちゃまぜ」が生む支え合いの輪は、
日本の未来を照らすコミュニティの進化形。
輪島KABULET／社会福祉法人佛子園  ［福祉サービス ｜ 輪島市］

カブーレ ぶっしえん



能登に関心を持つ大学生の
地方留学プログラムを推進

　能登半島地震からの復興に向けた動
きが各所で進む中、「金沢や都市部など
との人の往来を活性化することが復興
に不可欠」との考えから独自の活動を進
めているのが雨風太陽だ。同社は現在、
石川県と連携して大学生を対象にした
地方留学プログラム「のと復興留学」を
推進している。
　のと復興留学では、能登の復興に関心
を持つ大学生が、原則5泊6日以上の日
程で能登に滞在して、現地でのボランテ
ィア活動や地域住民との交流の機会を
持つ（学生は現地までの交通費と食費の
みを負担）。「2024年から始まったプログ
ラムであり、初年度は1 10名超の方が参
加されました。2年目の今期はすでに130

名以上が参加しており、最終的に160名

以上の参加を見込んでいます」と担当の
笹谷将貴さんは説明する。

復興に取り組む組織が受け入れ先に。
能登との継続的な関係を構築

　留学生を受け入れているのは、能登の
復興に最前線で取り組むさまざまな組
織だ。「里山集落の復興を支援するボラン
ティア組織、奥能登でコワーキングスペー
スを運営するCとH（P22・23でも紹
介）、引退した競走馬が人と共生しなが
らセカンドライフを過ごす牧場など、独自
性に富む多彩な組織が本プログラムの
主旨に賛同し、留学生を受け入れていま
す」（笹谷さん）
　現地での暮らしに入り込み、地域の一
員として活動することから、他では得られ
ない濃い体験を得ることができる。実際
に参加者からは「助けに行ったつもりが、
たくさんの学びをもらった」「ここで出会っ

た人たちと、これからも関わっていきたいと
思える関係を築けた」といった声が寄せ
られている。受け入れ側からも好評であ
り、「震災後に多くの若者が転出して高
齢化が加速する中、若い人たちが来てく
れるだけで明るくなる、と大変ポジティブ
に評価されています」と笹谷さんは話す。
　プログラムの具体的な成果も表れてお
り、2024年の参加者のうち20名以上が
何らかのかたちで能登を再訪し、3名が

能登の団体や企業に就職したり、能登の
地域おこし協力隊として活動したりして
いるという。

関係人口によって築かれる
都市と地方の持続的なつながり

　のと復興留学の背後にあるのは「関係
人口」という概念だ。これは雨風太陽の
創業者であり代表取締役社長の高橋博
之さんが提唱する考え方で、移住（定住
人口）でも観光（交流人口）でもなく、その
地域と継続的かつ多様に関わる人 の々数
を指す。「地方と関わる人が増えて都市
圏からの人の往来が増えることで経済が
活性化し、その地域の持続可能性が高
まります」と広報の仲野脩さんは説明する。
　雨風太陽は、関係人口のコンセプトに
基づく「都市と地方をかきまぜる」をミッ
ションに、これまで多様な活動を繰り広
げてきた。例えば、農家や漁師などの生
産者から旬の食材を直接購入できる産

直アプリ「ポケットマルシェ」は全国約
8,700の生産者を都市の消費者と結ん
でいる。さらに同社は能登半島地震の
発生直後より、被災地で炊き出しを行う
団体に食材を支援する「ポケマル炊き出
し支援プロジェクト」を行ってきた。
　「代表の高橋がポケットマルシェの生
産者に呼びかけて食材の無償提供を受
け実現したものであり、実施から半年間
で125名の生産者より約3.9トンの食材
の寄付を受け、9,280名に炊き出しが
提供されました」（仲野さん）
　ポケットマルシェで生まれた地方と都
市の交流が、広がりのある支え合いを生
む土台となり、このような炊き出し支援
を可能にしたのである。

石川県も関係人口の取り組みを強化。
全国へ広げる関係人口の可能性

　同社は2024年5月、石川県と関係人
口の創出による創造的復興や施設運営
など多岐にわたる連携を行う包括提携
を結んだ。その一貫として進むのが先の
復興留学だ。ほかに、能登復興に関わ
る人々の拠点の一つとして同年1 1月に開
設されたのと里山空港仮設飲食店街
「NOTOMORI」の企画と運営にも携わる。
　また、石川県も「石川県創造的復興プ
ラン」の最重要課題として関係人口の創
出と拡大を掲げており、復興支援で能登

を訪れる人々などを把握して関係を持
続化させることを目的に「関係人口登録
システム」の構築を進めている。
　雨風太陽は今後、能登の活動で得た
ノウハウと知見を全国の地方へと広げて
いきたい考えだ。
　「全国の魅力ある地方に関わる人を増
やし、持続可能性を高める活動に提言と
事業の両面で取り組んでいきます。それ
によって経済効果を生むだけでなく、社
会的にどのようなインパクトを与えたかも
しっかりと発信し、賛同者を増やして輪
を広げていきたいですね」（仲野さん）
　その先に、地方と都市それぞれの課題
を解決しながら、これまでにない価値を一
緒に創出していく可能性が広がっている。

ささたに   まさたか

なかの  おさむ

“都市と地方をかきまぜる”をオンラインとオフラインの両
方で進める同社について発信する広報担当の仲野さん。

NOTOMORIには、被災した複数の飲食店やコワーキ
ングスペースが集まり、復興の拠点としても活用される。

のと復興留学やNOTOMORIを担当する笹谷さんも輪
島出身だ。震災当時は東京の企業で働いていたが、故郷の
危機にいてもたってもいられない思いでいたところ、同社代
表の高橋さんの講演で雨風太陽の活動を知り、参画を決め
た。現在は能登の復興に邁進する日 を々送っている。

1・2_受け入れ先では、地域の祭りを盛り上げる体験も。学生と住民、さらには学生同士が一体となる交流が生まれる。3_「ポケマル炊き出し支援プロジェクト」では、全国のポケットマ
ルシェ生産者から食材が寄贈され、ボランティア団体や飲食店関係者らによる炊き出しや支援物資の提供が行われた。同社代表の高橋さんも参加。
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DATA

法人名… 株式会社雨風太陽
設立…… 2015年
代表者… 高橋博之
従業員数  57名 ※2025年9月時点

https://ame-kaze-taiyo.jp/

能登の現地で復興活動に励むのと復興留学の参加者
たち。現地の人たちとともに汗を流し、受け入れ先の組
織がどのような思いで復興に当たっているのか、何が
課題なのかを学ぶ。「もっと深く関わりたい」との思い
から、前年に引き続き参加する学生も多いという。
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「関係人口」の創出と拡大が能登再興の鍵。
地方留学など多彩な活動で復興をサポート。
株式会社雨風太陽  ［地方創生 ｜ 岩手県］



ネットで「ポチ」っとすれば
「スパ」っとした包丁に蘇る

　穏やかな波が打ち寄せる港町・能登
町宇出津に、創業100年を超える鍛冶
屋「ふくべ鍛冶」がある。商店街に位置
する店舗は小さな個人商店といった趣
だが、実は毎日、全国から修理希望の
包丁が届いている。
　4代目の干場健太朗さんは2018年、
包丁研ぎの宅配サービス「ポチスパ」を
始めた。インターネット経由で依頼が入
ると、専用ダンボール箱を発送し、利用者
は包丁を箱に固定して同封の宛先シー
ルを貼って郵送すれば、数日で手元に
戻ってくる仕組みだ。ポチスパでは包丁

の欠けや歪みの調整などの付帯サービ
スもすべて定額料金に含まれている。受
付業務を自動化し、料金体系をシンプ
ルにすることで細かなやり取りを減らし、
大量の小口注文に対応できるのだ。
　このアイデアは「自分たちには普通でも、
世間にとって特別なことは何だろう？」と
自問した末に生まれたサービスだ。能登
半島は周囲を海に囲まれ、平地は少な
く山間部が多い。集落ごとに異なる自然
環境で農林漁業が営まれ、道具も多様
化してきた。ふくべ鍛冶は日常生活に欠
かせない「野鍛冶」として、たとえば鍬だ
けで約30種を製造している。地域の
人々の暮らしを見つめながら積み重ねて
きた技術や対応力こそ、他にない強みで

あり、それをポチスパというサービスで表
現した。

震災で損傷した輪島塗を宅配で
修理する新プラットフォーム

　ポチスパを拡張する形で、2025年7

月に修理プラットフォーム「DAIJINI」を立
ち上げた。輪島塗の補修や、まな板削り
を担える能登の木工工房と連携し、宅
配の修理サービスを提供。地元の伝統
産業を潤わせ、復興へつなげたいとの
思いがある。
　きっかけは地震だった。能登では祭礼
の際に豪華な料理を輪島塗の器に盛り
付けて客人にふるまう慣習がある。とこ
ろが、2024年元日の能登半島地震で、

各家庭の器が損傷してしまった。祭りは
能登の人々の心の拠り所であり、輪島
塗の器は単なる食器という意味を超え、
この地の文化の一翼を担っていた。復
旧・復興に向け、修理を希望する声に
応える形でDAIJINIが生まれたという。

人口減少によりマーケットが縮小。
4代目は活路を求めて商圏を拡大

　ふくべ鍛冶の創業は1908（明治41）
年。初代は馬車に商品を積んで行商を
始め、2代目は店舗や工場を設けた。3

代目は「孫光」という独自ブランドを築き
上げた。4代目の干場さんは大学卒業後、
能登町役場に勤め、34歳で実家へ戻っ
た。しかし、過疎化が進む能登のビジ
ネス環境は厳しく、人口減少に伴うマー

ケットの先細りは明らかだった。事業を
永続させるには、商圏の拡大とDXによ
る効率化が急務だった。そこで、昼は3

代目から技術を学びつつ、短期間で職
人を育成するeラーニングの仕組みを構
築。夜はECサイト制作に没頭したが、
なかなか軌道には乗らず、刃物の修理
で地道に積み重ねた利益が、EC手数
料で消えることもあった。失意と焦りの
中で、商品を並べるだけでは売れないこ
とを学んだ。そこで、まずは日常の修理
で潜在顧客と接点を作り、のちに自社
商品を購入してもらう。販売を起点に据
えがちな競合他社とは逆の発想で、修
理サービスを前面に出した結果、ふくべ
鍛冶は年間2万本の修理を請け負い、
その４割が首都圏在住者となった。

今秋、米国でパートナー企業を通じ
包丁の宅配修理サービスを開始

　意図的に広げた商圏や客層は、今や
海外にまで広がりつつある。今秋には、
パートナー企業を通じて米国で包丁の
宅配修理サービスを開始する予定だ。
干場さんによると、米国の刃物市場は日
本の8倍と大きい。将来的には、環境意
識の高い欧州でも、サステナブルな事
業として刃物の修理を展開したいという。
　能登から全国へ、全国から世界へ。
業容を拡大させているように見えるが、
干場さんが目指すのは効率化や利益の
最大化だけではない。鍛冶職人の手仕
事にこだわり、情緒的な価値を大切に
すること。地域の外で挑戦を続けるのは、
手間のかかる野鍛冶の仕事を能登に残
し、地域の人々の暮らしを支え続けるた
めである。親子4代、そして弟子たちに
受け継がれたDNAは、今日も港町に研
削音を響かせている。

くわ

包丁の柄を山中塗で製造。加賀と能登の技術が詰まった逸品だ。

1 2

DATA

法人名… 株式会社ふくべ鍛冶
創業…… 1908年
代表者… 干場健太朗
従業員数  12名 ※2025年9月時点

https://fukubekaji.jp/

1_新たなビジネスモデルを次々に考案する代表取
締役社長の干場健太朗さん。2_手仕事の技術を
受け継ぐ、ふくべ鍛冶の職人たち。手ぬぐい姿がト
レードマーク。3_修理依頼を簡単に行えるプラッ
トフォーム「DAIJINI」。輪島塗の修理や、まな板
削り、美容鋏のメンテナンスなどを受け付けている。
4_5_6_7_刃物研ぎ宅配サービス「ポチスパ」。
梱包用の箱に入れてポストで送るだけの簡単な仕
組みを実現したユニークなビジネスモデルだ。

包丁製造のボトルネックは柄の部分で、1
年待ちになることもある。ふくべ鍛冶では
独自の調達ルートを確保し、付加価値向
上のため、石川県加賀市の山中塗を施し
た柄を開発した。今後は輪島塗など他の
工芸と協業する可能性もあるという。

柄の木材を独自に調達し、
山中塗で付加価値向上へ。

共創の取り組み

伝統と革新、地域の内と外、人と人とをつなぎながら、
地域に根差して新しい価値を生み出す“ローカルプレナー”たち。
個性豊かな挑戦の数 を々紹介します。

新たな風を生むローカルプレナー
能登、イノベーション
　　　の息吹
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暮らしを支える「能登の野鍛冶」の
DNAを世界へ届け、未来を研ぐ。
株式会社ふくべ鍛冶  ［鍛冶屋 ｜ 能登町］

NOTO



都市と地方の間にあるギャップを
埋めるための“ブリッジ”に

　能登半島地震の震源地となった珠洲
市。深い爪痕が残る中心商店街の一角
に、地元住民や学生、首都圏からの会
員が集うコワーキングスペース「OKNO 

to Bridge（奥能登ブリッジ）」がある。
運営するのは伊藤紗恵さんと橋本勝太
さんが2023年に設立した「CとH」だ。
　CEOの伊藤さんは東京で育ったが、
母方のルーツは珠洲にある。幼い頃か
ら夏休みは能登で過ごし、「一番の楽し
みが能登だった」と振り返る。珠洲に住
む祖母が亡くなって足が遠のいていた
が、コロナ禍に転機が訪れた。当時、都
市部では地方に関わる複業が広がりつ

つあった。伊藤さんも2022年に東京の
会社に籍を置きながら能登町の事業者
の働き方改革に携わるようになる。やが
て友人も増え、能登での滞在時間が伸
びたことから、自分の拠点を能登に置こ
うと、親戚がいた珠洲に住むことに。こ
の場が旧「OKNO to Bridge」となった。
　当時、伊藤さんが感じたのは、都市と
地方の間にある「すれ違い」だった。都
市部には地方と関わりながら働きたいの
に、どうすれば良いのか分からないビジ
ネスパーソンが多い一方、地方には都市
から来る人への根強い警戒感がある。
さらに能登では、働く意欲の高い若者や
女性がいても、地元には十分な選択肢
がなく、機会を求めて流出し、人口減少
に拍車がかかっていた。

　「都市と地方をつなぎ、混ぜ合わせれ
ば、こうした問題は解決するはず」。そう
考えた伊藤さんは、コワーキングスペー
スを立ち上げた。都市と地方。片方では
深刻化している課題は、もう片方では顕
在化すらしていない。その両者を「混ぜ
る」ハードルを下げることが狙いだった。

HARIOの協力で工房を開設し、
金沢と珠洲2拠点で仕事づくり

　ところが、会社設立からわずか半年後
に能登半島地震が珠洲を直撃した。旧
「OKNO to Bridge」があった建物は
全壊し、CとHは拠点を失った。震源地
の珠洲は被害が甚大で、100km以上離
れた金沢市へ避難した住民も多かった。
CとHも代替拠点を金沢で確保し、そこ

で新たにアクセサリー作家の育成事業
を開始する。協力したのは耐熱ガラス
メーカーのHARIOだ。
　きっかけは地震の翌月。福島県南相
馬市の会社を紹介され、現地のガラス
工房を見学したことにある。南相馬市は
東日本大震災で原発事故による長期避
難を余儀なくされた地域。ようやく帰宅
が可能になった時、家族ぐるみで戻るか
否かは、“女性が働ける場や居場所の有
無”が大きな要因になったという。
　能登は産業基盤が弱く、被災の影響を
強く受けた会社も少なくなかった。住民
が珠洲に戻れるようになった時、そこに
女性たちが働ける場所を作りたい──。
そんな想いから事業はスタートした。
　工房はHARIOの全面支援によりス
ムーズに設置され、現在は13人のアク
セサリーワーカーが活動している。被災
直後は金沢の拠点にのみ工房を設けて
いたが、珠洲へ戻る人が現れたのに合
わせ、珠洲の新拠点にも工房を置いた。
今ではHARIOからの受託生産に加え、
オリジナルブランドの立ち上げ準備も進

んでいる。

会員の8、9割が首都圏住民。
多様な「担い手」の輪を広げる

　CとHの事業展開で一貫して中核に
据えるのは、「首都圏と能登を結ぶコミ
ュニティづくり」である。現在、約100人
いるコワーキングスペースの会員は、そ
の8～9割を首都圏在住で珠洲と行き来
する人が占める。この層を母数に、「能登
の担い手」を増やしていき、今後は企業
研修やツアーの企画、トレーラーハウス
を拠点としたチャレンジショップの実施
といった展開も視野に入れている。
　「担い手」と聞くと移住や起業など、地
域に100％振り切って関わる存在を想
像しがちだが、たとえば二地域居住や複
業で能登の生業に関わる形でもよい。
あらゆる関わり方を許容することが、多
様で持続可能な地域づくりにつながる。
そんな包容力に惹かれてか、すでに若者
2人が珠洲に移住し、首都圏で実績を
積んだ男性は東京と珠洲を往復しなが
ら起業準備を進めているという。

　伊藤さんは、都市と地方の関わり方
には段階があると考える。第一段階は、
信念をもって地方に関わる個人の動き。
今はこの段階にある。次の段階は企業
の関与だが、継続的な投資を得るには
「なぜ地方か」「なぜ能登か」という明快
な答えを地元側が示す必要がある。そう
でなければ、経済合理性の観点から一
過性の支援にとどまってしまう。継続的
な関係を築くには企業向けの動機付け
が課題となる。
　CとHが都市と地方をかき混ぜる狙い
は、地元の女性や若者にプラスの影響を
もたらすことにある。まずはイノベーショ
ンを起こせる個人が活躍できる環境を
整え、成功事例を積み重ねることが第
一歩だ。その小さな波がやがて大企業
をも動かす力になる──そんなムーブメ
ントづくりが始まっている。

DATA

法人名… 合同会社CとH
設立…… 2023年
代表者… 伊藤紗恵
従業員数 9名 （業務委託含む）  ※2025年9月時点

https://www.candh-noto.com/

1

2

4

3 5

1_珠洲市のコワーキングスペースOKNO 
to Bridgeにて。左からCEOの伊藤紗恵
さん、COOの橋本勝太さん。アクセサリー
ワーカーの鷺望美さん、インターンでCと
Hに関わる笠原美怜さん。2_伊藤さんは
「能登に住むと、地方なくして都市は成り立
たないということが分かるんです」と語る。
3・4・5_耐熱ガラスメーカー HARIOの
協力を得て、ガラスアクセサリーブランド
「HARIO Lampwork Factory」の職
人となるワーカーの育成を行い、被災地域
の生業作りに取り組んでいる。
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首都圏と能登をかき混ぜて、
地域に新しい波を起こす。
合同会社CとH  ［コワーキングスペース運営・地域事業者のビジネス支援 ｜ 珠洲市］

SUZU



香りや風味を凝縮して生まれる
日本酒由来のクリアな酒「浄酎」

　能登半島の中央に位置する中能登町
で、老舗酒蔵が醸した地酒と、特許製
法の特殊な蒸留技術「低温浄溜」を掛
け合わせた「浄酎」の生産が始まった。
浄酎とは、2020年に誕生した、日本酒
でも焼酎でもない新しい和酒※。低温浄
溜によって日本酒から純粋なアルコール
分のみを抽出して、日本酒の芳醇な香り
や風味を凝縮したクリアな味わいが楽し
める。まるでウイスキーのように時間が
経つにつれて熟成が進み、味わいに深
みが増す熟成酒だ。
　「日本四大杜氏のひとつに数えられる

能登杜氏の伝統を継承する土地であり、
ビジネスモデルを全国に広めていく上で
適した地域だと感じました」。中能登町
で浄酎を製造するために設立された
NOTO Naoraiの代表取締役を務める
三宅紘一郎さんが語る。

酒蔵との連携により、その存続を
支えるビジネスモデルを構想

　日本全国には、地域ごとに特色のあ
る酒蔵が存在している。自社でゼロから
酒を造るのではなく、各地にある既存の
酒を加工する仕組みがあれば、全国の
酒蔵との協業が可能だ。日本酒の多様
さを活かしながら新たな価値を付加する
ことによって、多彩な浄酎を展開していく

ことができる。
　三宅さんは2015年、広島県呉市の
三角島で特産品のレモンを使った酒を
開発するベンチャー、ナオライを創業。
レモンの皮の加工方法を研究する中で、
独自技術となる低温浄溜にたどり着き、
この技術を活かして「浄酎メーカー」とし
ての新機軸へ舵を切ることになる。
　広島で酒蔵を営む親族に囲まれて育っ
た三宅さんには、豊かで奥深い日本酒文
化を次世代へ引き継いでいくことに力を
尽くしていきたい、という思いも強かった。

中能登で造る最初の浄酎には、
鳥屋酒造の「池月」を使用

　三宅さんは2019年に浄酎の事業構

想を発表し、広島県内で製造を開始。
能登でのプロジェクトは、彼にとって初
の県外進出となる。2024年 10月には
NOTO Naoraiを設立。能登の復興
支援や経済再生を目指す「のとBeyond

復興ファンド」の第一号案件として採択
されたことで、プロジェクトが加速した。
　中能登町で100年以上の歴史を持つ
鳥屋酒造が所有する未利用の倉庫を借
り、拠点とすることに。能登で生産する
最初の浄酎には、この鳥屋酒造の代表
銘柄である「池月」を使用した。
　NOTO Naoraiの特徴のひとつに、
能登の企業の体制としては珍しい、創
業メンバー全員が石川県外の出身者と
いう点がある。同社設立後、三宅さん
が中能登町にある天日陰比咩神社にた
またま立ち寄ったことから縁が生まれ、
この神社の氏子のコミュニティから創
業メンバーが揃うことになったのだとい
う。何か運命めいたものも感じられるエ
ピソードだ。
　2025年4月には旧倉庫を改装した能
登浄溜所を開所し、6月から中能登での

浄酎の生産をスタートした。

地域の文化につながる地酒。
47都道府県で協業展開を目指す

　国税庁のデータによると、清酒の製造
免許場数は1956年の4,073場をピー
クに減少し、2022年には1,536場となっ
た。三宅さんによれば、日本酒の国内販
売量は約7割を上位100社強が占め、
残る3割を多くの小さな酒蔵が分け合っ
ているという。マーケット全体も縮小傾
向にあるため、中小規模の酒蔵の経営
は厳しく、毎年いくつもの酒蔵が廃業し
ている状況だ。
　「地酒は土地ごとの食文化と密接に
結び付いていて、その地域の酒にしか出
せない香りや風味というものがあります」
と語る三宅さん。地域に根差した酒を
守ることは、その地域独自の文化の継
承にもつながる。
　能登では、まずは鳥屋酒造との協業
がスタートした。いずれは47都道府県す
べての地元酒蔵とコラボレーションした
浄酎を造り、全国の酒蔵の再生に貢献し

ていきたいという。
　また、能登浄溜所近くの空き物件を
改装し、浄酎を樽で熟成させるための
貯蔵施設として活用を開始する。樽で
熟成させると浄酎は琥珀色に変化し、
口あたりは柔らかく、味わいに重厚感が
生まれる。今後はこの施設に地元産食
材を自分で調理して浄酎とともに楽しめ
るような機能も持たせ、中能登町の観光
振興にもつなげたいという。
　社名の由来である「直会」とは、神事
の後に参加した者たちが供物や酒をい
ただくこと。古くから酒を酌み交わすこと
によって、人と人がつながってきた。ア
ルコール業界に新風を吹き込む酒宴の
幕が、今まさに上がり始めた。

みかどじま

あめひかげ ひめじんじゃ

なおらい
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法人名… NOTO Naorai株式会社
設立…… 2024年
代表者… 三宅紘一郎
従業員数  8名（役員含む） ※2025年9月時点

https://naorai.co
（ナオライ株式会社Webサイト）

1_NOTO Naorai代表取締役の三宅紘一郎さん。
広島県呉市出身。大学在学中から中国で日本酒
市場の可能性を探った経験を持つ。親会社のナオ
ライの代表取締役も務める。2_水滴が落ちる瞬間
をイメージしたデザインのボトルが美しい浄酎。左
は樽熟成。3_浄酎を熟成させるためのミズナラ樽。
4_中能登の地で集まったNOTO Naoraiの創
業メンバーたち。能登浄溜所の前で。5_能登浄溜
所は、日本酒「池月」を造る鳥屋酒造に隣接。
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※税法上ではスピリッツに該当する。
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独自の特許製法による新たな酒「浄酎」で
日本酒市場の活性化を目指す。
NOTO Naorai株式会社  ［酒造 | 中能登町］

じょう   ちゅう

NAKA
NOTO



新しい能登の未来を創造する
「空の駅」ネットワークの構築構想

　都市間移動の利便性向上をはじめ、
多岐にわたる社会的価値を生み出す可
能性を秘めた次世代エアモビリティ技
術に注目が集まっている。そのような中、
能登半島の珠洲市でもドローン物流の
プロジェクトが動き出した。主導するの
は、能登の復興と発展への寄与を目指
して2025年1月に設立された、一般社
団法人Sky Mobility JAPANだ。大型
ドローンによる物流ソリューションを、災
害時の物資輸送に活用するほか、平時
の住民生活や観光に新たな付加価値を

もたらすサービスとして位置づけ、事業
化へ向けて歩みを進めている。
　「能登モデル」と銘打った運用プラン
では、「空の駅」と仮称するドローンの待
機場・充電施設を珠洲市内の複数拠
点に設置し、ネットワークを構築するこ
とを構想している。まずは効率的な物流
ソリューションとして、荷物の運搬を主
に活動を展開していく想定だが、「空飛
ぶ車」と呼ばれる人間を乗せることがで
きる大型ドローンは、地上でも遥か上空
でもない、低空域を活用した新たな観
光ツールとしても期待が大きい。本格的
な「能登モデル」の事業化は、2028年
を見込んでいる。

国内最大級の物資輸送が可能な
大型ドローンの試験飛行を実施

　実現に向けた機運を醸成しようと、珠
洲市内で2025年8月15日、大型ドロー
ンの試験飛行イベントが行われた。飛行
場所は能登半島の先端に近い海沿いで、
少々の浜風が吹く中の実施となった。そ
の条件に対し、使用されたのは中国製
のドローン「EH216L」。物流に特化し
た大型ドローンで、重さ400kgの巨体、
その最大積載量はなんと250kgだ。当
日は行政や災害復旧、地元の関係者、
多くの取材陣が見守る中、16枚のプロペ
ラが高速で回転すると強い風が巻き起こ
り、大型ドローンは安定した挙動で大地
を離れ、大空へと飛び立った。同機の日
本初飛行が、能登の空で実現した。

被災直後、孤立集落の支援に
感じた「もどかしさ」が原点

　「あの時、ドローンを飛ばすことができ
ていれば……」。Sky Mobility JAPAN

代表理事の浦達也さんは、トラブルもな
く成功した試験飛行の様子を見ながら唇
を噛んだ。能登半島地震の直後、浦さ
んは消防団員として救援・復旧活動に
従事していた。近くに孤立した集落があ
るのに、なす術がない。そのもどかしい
経験が、今も忘れられないのだという。
　浦さんはドローンをビジネスに活用し
たい人向けに資格認定講習を展開する
地元企業Drone Partner’sの代表取
締役も務めている。自身もドローンパイ
ロットであり、奥能登の空域を熟知して
いた彼には、大型ドローンを使用して孤立
集落に荷物を届けるスキルは十分にあっ
た。だが、現行制度では、大型ドローン
は有人航空機と同じ扱いになるため、自
由に飛ばすことはできない。「すぐに助け
られるはずなのに……」。その悔しさを胸
に、1年後、空中輸送の未来を切り拓く
べく、Sky Mobility JAPANが産声を
上げた。
　同法人には、岡山県に本部を置くドロー
ンビジネス支援団体である一般社団法
人日本ドローンビジネスサポート協会の
代表理事、森本宏治さんも理事として
名を連ねている。同協会は全国で100

名を超えるドローンビジネスパイロット
を指導してきた実績を誇り、そのネット
ワークは国内最大規模。この協会との
連携も、Sky Mobility JAPANの強
みとなっている。
　ドローン物流の実現には、大きく2種
類のハードルがある。ひとつは法制度。
ドローンは垂直に上昇・下降できて離発

着に必要なスペースが小
さい。プログラムに基づい
て無人で飛べる点も航空
機とは異なっている。そこで、
今後は日本ドローンビジネ
スサポート協会とともに、ド
ローンの特性に合った法
整備を働きかけていく。
　もうひとつが地元の理
解だ。大型機が飛行する
と、それなりの音と風が生
じる。なるべく海や河川の上を飛ぶとして
も、人家のそばを通らざるを得ない場合
もある。さらに、「空の駅」を道の駅や公
民館に併設させ、施設職員や近隣住民
にオペレーターとして参画してもらう構想
もある。それらの意味で、地元側との協
力体制も整えていかなければならない。

まずは民間で先行して事業を進め、
同時に行政との連携も探っていく

　最終的には、陸路の物流システムと
同じように、大型機から中型機、小型機
へとリレーしながら、人口の少ないエリ
アまで隈なくカバーできるドローン物流
ソリューションを確立することが理想だ。
そのためには多数の機体が必要となるが、

大型機は高額であり、通信環境などの
整備も含めると投資額が大きく膨らむ可
能性がある。そのため民間の力だけで
事業を推進させていくことは難しく、今
後はファイナンス方法や行政とのかかわ
り方も模索していく必要がある。
　あの日に感じた絶望から生まれた数々
の萌芽。そのひとつであるドローン物流
の実現に向けて、まだ課題は多い。それ
でも、能登の空には着実に、希望と可能
性が広がり始めている。

2025年8月15日、珠洲市で開催された試験
飛行にて、EHang社製の物流に特化した大
型ドローン「EH216L」の日本初飛行が実現。

Sky Mobility JAPAN代表理事を務
める浦達也さんは、珠洲市を拠点にドロ
ーン事業を展開するDrone Partner’s
の代表取締役でもある。

1･2･3_実際の災害現場を使った防災訓練サービスも提供。2025年5月には「防災・減災総合コース」を開催した。3D
マッピング技術などを活用して、調査・捜索、計測、輸送のミッションを実施。4_Sky Mobility JAPAN理事の森本宏
治さん。ドローンビジネスの支援とドローンサービスの提供を行う日本ドローンビジネスサポート協会の代表理事を務める。

「EH216L」の試験飛行では、160kgもの重りを搭載したフライトも成功。

人々が安心して暮らせる、災害に強くて持続可能なまちづくりが求められています。
次世代技術の力で、能登をはじめ、レジリエントな地域社会をどのように築いていけるのか。
注目の取り組みを紹介するとともに、その可能性を探ります。

次世代技術で
レジリエントなまちを築く

能登、イノベーション
　　　の息吹

法人名… 一般社団法人Sky Mobility JAPAN
設立…… 2025年
代表者… 浦 達也
従業員数  3名（役員含む） ※2025年9月時点

https://www.skymobility.jp
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SUZU能登半島の先端で目指す
ドローン物流の事業化。
一般社団法人Sky Mobility JAPAN  

［ドローンサービス | 珠洲市］



高接着技術により補強工事を
短期化する複合材料※を開発

　建設から50年以上が経過した橋梁
やトンネルなどインフラの老朽化対策が
全国の自治体で課題となっている。早
期または緊急の修繕が必要とされる橋
梁は全国に約5万3,000もの数が存在
し、その9割以上を自治体が管轄するが、
修繕着手率は58％と国土交通省（同
78％）や高速道路会社（同61％）が管轄
する橋梁と比べて低水準にとどまってい
る。能登半島地震でも、1995年兵庫県
南部地震以前の旧耐震基準に基づいて
建設された橋梁に深刻な被害が見られ
たことから、老朽化した橋梁の早期の修
繕が求められる。
　この問題の解決に貢献すべく、石川県

に拠点を構えるアウロステクノロジーズ
は橋梁などコンクリート構造物の新たな
補強材料として「APLASシート」を開
発し、2025年6月より発売を開始した。
「炭素繊維熱可塑性樹脂（CFRTP）シー
トの表面に独自のプラズマ処理技術で高
い接着性を付与したこの新素材により、
短期間での施工を実現します」と、同社
のVP of Engineeringとして製品開
発を主導する和田倫明さんは説明する。
APLASシートはNEXCOの品質規格を
満たしており、同シートを用いた「APLAS

シート工法」は国土交通省が管理する
新技術情報提供システム「NETIS」にも
登録されている。そのため、橋梁などイ
ンフラの補強に安心して利用できる素
材となっている。
　また、補強工事の工程が効率化される

ため、経験の浅い作業者でも比較的容
易に施工を行えることは、人材不足問
題を抱える建設業界にとっても重要な
利点といえる。

現場での含浸工程を省き
工期の大幅な短縮を可能に

　APLASシート工法の大きな特徴の
一つは、あらかじめ工場で炭素繊維に熱
可塑性樹脂を含浸させ、現場ではそれ
を建造物に接着剤で貼り付けて補強す
る点にある。施工現場での含浸工程を
省くことで、工期の短縮を図っている。
「現場で炭素繊維シートに樹脂を含浸さ
せる現行の炭素繊維接着工法よりも短
期間で施工可能なため、それに伴い直
接工事費の削減を期待できます」と和田
さん。さらに、独自の技術によりプラズマ

処理による接着効果を1年間以上も持
続させることに成功している点も特徴だ。
　APLASシート工法が特に適してい
るのは、梁や床スラブ、桁などの曲げ補
強だ。道路橋や歩道橋、駅ホームなどの
床版の下面に貼り付けて補強するといっ
た用途に最適であり、コスト効果も高い。
「自治体が管轄する橋梁は中小規模の
ものが多くを占めます。APLASシート
工法なら、それらの橋梁を短期間かつ
低コストで補強し、ライフサイクルを延
伸することができます」とSales Manager

の林寛充さんは説明する。

地方自治体の橋梁や
鉄道ホームの床版での補強実績

　APLASシート工法を活用する動き
も進んでいる。アウロステクノロジーズ
は2025年1月、珠洲市の市道にかかる
山田橋（橋長：6.4m、全幅員：5.0ｍ）の
床版補強を同工法により実施した。建
設から45年が経過している山田橋は、
能登半島地震による損壊はなかったも
のの老朽化による損傷が確認されてい
た。「そこで、能登の復興に貢献したいと
の思いから、APLASシート工法の最初

の施工場所として山田橋を選びました」と
林さん。従来工法で4日・12人日を要す
る作業（施工対象面積：20㎡程度）を2

日・6人日に短縮することができた。
　同工法を用いて鉄道駅ホームの床版
の補強も行っている。老朽化した床版
を交換する場合、重機を使って夜間に
大掛かりな工事を行うため多くのコスト
がかかる。それに対して、APLASシー
ト工法による補強は軽量なシート材を
人力で搬入して施工するため、列車が
走行中の日中でも作業が行える。「これ
により、コストを大幅に抑えながら迅速
に補強を行うことができました」と和田さ
んは報告する。

シートサイズ、素材の拡充で
より幅広いニーズに対応

　これらの事例も通じて有効性を確認し
たアウロステクノロジーズは、APLAS

シートの拡充に努める考えだ。現在生産
しているシートは250mm幅の1製品の
みだが、今後は幅のバリエーションを増

やすほか、導電性がなく電気絶縁材料
としても利用されるアラミド繊維など、
炭素繊維以外の素材を使った補強シー
トの開発を検討している。より広範な補
強ニーズに対応することが目的だ。
　建設から50年以上経過した橋梁が
増加の一途をたどる一方で、多くの自治
体で修繕対応が追い付いていないのが
実情だ。「橋梁の掛け替えには多くの期
間と費用がかかりますし、予算などの事
情から再建できず橋を減らさざるをえな
いケースもあるようです。手軽かつ低コ
ストな補強を可能にするAPLASシート
により、人々の安全な暮らしを支え続け
ていきたいと考えています」（林さん）

アプラス

わだ　  みちあき
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Sales Managerの林さん（左）とVP of Engineering
の和田さん（右）。インフラの老朽化は世界的な課題とな
っており、APLASシートの認知拡大を目指して世界最
大級の複合材料の展示会にも積極的に出展している。

APLASシートにはすでに樹脂が含浸しているため、現行の炭素繊維接着工法で必要な施工工程を一部省略できる上に、
硬化時間の削減も可能。

※異なる性質を持つ2つ以上の材料を組み合わせて作ら
れた材料のこと。単一の材料では得られない、高強度・軽
量・耐久性・耐熱性などの特性を持たせることが可能。

珠洲市にある山田橋の床版
補強の施工前後の比較写真。
素材が薄いため、橋軸に対し
て水平と直角の2方向の格子
状にAPLAS シートを貼り付
けて補強している。
従来の炭素繊維接着工法と
比較して、ケレン掛け（下地の
状態を平滑にする作業）後の
作業工数が半減し、現場負
担の軽減とコスト削減の両面
で高い効果を上げることがで
きた。

DATA

法人名… アウロステクノロジーズ合同会社
設立…… 2019年
代表者… 内田大剛
従業員数 5名 ※2025年9月時点

https://www.auros.co.jp/
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21

CFRTPシートの表面に独自のプラズマ処理を施し、高い接着性を実現したAPLASシート。はさみやカッターで切ることができるので、現場で寸法の調整も可能。

Before After

28 29

独自のプラズマ処理を施した新たな素材で
老朽化した公共インフラの補強工事を効率化。
アウロステクノロジーズ合同会社   ［プラズマ処理 ｜ 白山市］
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■APLASシート工法と炭素繊維接着工法の工程比較



災害への強さを能登でも証明。
LPガスもガソリンも発電機の燃料に

　全国の約4割の世帯で利用されてい
るLPガス。電気や都市ガスなど集団供
給方式のエネルギーとは異なり、各戸に
ボンベで個別供給される分散方式のた
め「災害に強い」という側面を持っている。
実際に、この特徴は能登半島地震でも
発揮された。被災した多くの地域で電
力供給が長期間止まり、都市ガスも一
部で供給に支障が生じたのに対して、
LPガスは安定して使用が可能だった上
に、避難所における炊き出しの燃料など
としても活躍した。
　このLPガスの強みを生かした発電機
がG&ECOの「ELSONA」だ。LPガス
とガソリンの2つの燃料による発電が可
能であり、発電量に応じて3製品をライ
ンアップ。「約1,500Wを発電する最小
モデルは18.5kgと持ち運びが可能です。
ほかに約5,000W、約7,500Wのモデ

ルがあり、いずれも小型発電機であるた
め一般の方が扱えます。ガスボンベに接
続されたホースをつなげるだけという手
軽さも魅力です」と同社代表取締役社
長の小島盛利さんは説明する。
　販売先は防災目的で導入する組織が
主であり、地方自治体を含む官公庁が
半数近くを占める。これまでに約2,800

台を販売しており、大半のユーザーは
電力源としてLPガスを使用している。

東日本大震災を機に開発。
スマホの充電などに活用

　ELSONA開発のきっかけは東日本
大震災に遡る。震災による津波が引い
た後の東北沿岸部の町は、電気が止ま
り瓦礫だらけとなった。その至る所にLP

ガスボンベが転倒しており、起こせば普
通に使える状態のものも多かったという。
これを災害時の発電に使おうという発
想からELSONAが生まれたのだ。
　実際に能登半島地震の被災地でEL

SONAは大いに活躍した。地震発生後、
G&ECOはいち早く被災地への支援活
動を開始し、希望する自治体などに合
計14台のELSONAを寄付。避難所で
スマートフォンやモバイルバッテリーの
充電、照明、炊き出しなどに活用された。
　「被災地で速やかに災害情報を得て、
家族と連絡を取り合うためにスマート

フォンは必須です。ELSONAなら、スマー
トフォンの充電はもちろん、照明や家電
の電源としての利用も可能です。今回の
支援を通じて、ELSONAの有用性を
改めて実感しました」（小島さん）
　多くの自治体は地域のガス会社と協
定を結んでおり、災害時には避難所な
どにLPガスが供給される。ELSONA

があれば、停電時にも避難所で必要最
小限の電気を起こせるのだ。G&ECO

は今年、能登への支援やELSONAの
開発・普及などの活動に関して、レジリ
エンス社会の実現に向けて取り組む組
織を表彰する「ジャパン・レジリエンス・
アワード（強靱化大賞）2025」の最優
秀賞を受賞している。

社会貢献意識が息づく企業文化。
売上の一部を再エネ導入支援に寄付

　G&ECOは、太陽光発電会社に長年
勤めた小島さんが独立し、エネルギー
業界の友人らとの共同出資で「これまで
にない会社を作りたい」と2019年に設
立した。小島さんと全社員8名が防災士
の資格を持つなど、社会貢献への高い
意識が企業文化に根付いている。
　例えば、気温上昇を1.5℃以下に抑え
る脱炭素社会の実現に向けて、製品の
売上の1.5％を再生可能エネルギーの導
入支援を行う団体に寄付する「1.5 for 

the future」を進めており、これまでに
430万円を寄付した。支援先の一つで

あるNPO法人「そらべあ基金」とは、未
就学児が通う施設の防災機能を高める
「そらべあソナエルプロジェクト」に共同で
取り組んでおり、幼稚園や保育園などに
対してポータブル電源とソーラーパネル
を抽選により無償で提供し、環境と防災
に関するワークショップを開催している。

平時も災害時もエネルギーが
途絶えない社会に向けて

　G&ECOが目指すのは、「普段は太
陽光発電で省エネに貢献し、災害時は
発電や蓄電池で電気を供給する」といっ
た具合に、平時・災害時を通じて活躍す
る発電ソリューションを普及させること
だ。それに向けた第一歩として、2024

年に「ぼうさい発電BOX」の販売を開始
した。これは電気を作るELSONAと
ソーラーパネル、燃料となるガソリン、
電気をためる蓄電池をセットにした防災
ソリューションであり、企業のオフィスや
町内会の防災倉庫などに常設すること
を想定している。「災害時も私たちの暮
らしと安全を守るためには、エネルギー
が供給され続けることが必要です。再生
可能エネルギーも活用して、平時も災
害時もエネルギーが途絶えない社会作
りに貢献していきたいです」と語る小島
さん。レジリエントな社会の構築に向け
て挑戦を続けていく。

エルソナ

もりかずこじま
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約1,500Wの発電が可能なELSONAの
最小モデル「GD1600SR」は、50kgのガ
スボンベで約100時間の発電が可能。

代表取締役の小島盛利さんは、太陽光
発電施工販売会社で大小さまざまな規
模の太陽光発電の企画、設計、販売等
に従事。2014年に起業。国や自治体
による太陽光発電に関する委員会の委
員としても活動している。趣味は園芸。

1・2_能登半島地震直後にELSONAと支援物資を車に積み、現地に向かった同社。停電が続く被災地で、ELSONAの
利便性は高く評価された。3_「ぼうさい発電BOX」は自社の停電対策に加え、災害時は地域を支える「まちのぼうさい充
電所」としても機能。4_社会貢献性や持続可能性が認められ「ジャパン・レジリエンス・アワード2025」最優秀賞を受賞。

ELSONAはLPガスを燃料として発電できる。写真の
「GD5000SR」は建物への電力供給も可能。運転音
も電車内や掃除機と同程度に抑えている。

DATA

法人名… 株式会社G&ECO
設立…… 2019年
代表者… 小島盛利
従業員数  12名（業務委託含む）
　　　　　 ※2025年8月時点

https://g-and-eco.jp/
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災害時に電力供給が途絶えた際、地域にスマートフォン
などの電源を提供する防災充電所として、独自に「発電
ステーション」を展開している。これは賛同企業に
ELSONAを1台無償貸与し、災害時に防災充電所とし
て利用してもらうというもので、現在は11の都道府県で
20社が登録している。

協力企業と連携して、ELSONAを活用した
まちの「発電ステーション」を設置。

共創の取り組み

30 31

災害に強いLPガスが被災時の電力源に。
平時も災害時も役立つ発電製品の実現に向けて。
株式会社G&ECO   ［発電ソリューション ｜ 東京都］
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	Carbonvol13_1419_特集（02まちを耕し）_再2
	Carbonvol13_2021_特集（03ローカルプレナー）
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	Carbonvol13_2425_特集（03ローカルプレナー）
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